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「地縁団体」と呼んでいるが，全国には 29 万 4,359 の地縁団体がある。その
うちで数が最も多いのは自治会で 12 万 2,916，次に多いのが町内会で 6万













ていく時期の 1940（昭和 15）年の内務省訓令第 17 号「部落会町内会整備要
領」によって組織的に完成されることになった 6）。ただし，それ以前の時代







































施策はその後も続けられ，1983 年度からの 3年間で 147 か所の推進地区が
設定され，さらに，1990 年度からの 3年間ではコミュニティ活動活性化地















































究の隆盛などの影響もあり 19），コミュニティという欧米的な概念が 1970 年
代のわが国に既存の（伝統的な）町内会・自治会に代わるべきものとして持


























































̶  83  ̶
わが国における住民自治組織の現状と課題（石見）
の調査（自治会調査）では，全国の 890 の市区町村の協力を得て，約 3万件



























̶  84  ̶
わが国における住民自治組織の現状と課題（石見）
《日本都市センターによる近隣社会に関する調査研究》
　日本都市センターでは，2000 年度から 2001 年度までの 2年間，「市民自
治研究委員会」（委員長：寄本勝美早稲田大学政治経済学部教授）を設置し，
「分権型社会における市民と都市自治体との新しい関係構築のあり方に関す































































　都市センターが 2003 年度に全国の 701 都市に対して行ったアンケート調
査（各市のコミュニティ政策担当課長が対象）で，有効回答 448 のうち，政
令指定都市や中核市，特例市，特別区を除いた一般の市の有効回答 358 につ










る）の総数は 29 万 4,359 団体である（表 1参照）。そのうちで，認可地縁団
体は 3万 5,564 団体である。ちなみにこの認可地縁団体とは，1991 年 4 月の
地方自治法の改正に基づくもので，市町村長の認可を受けて法人格を取得し，


















































いて」『地方自治』第 737 号，p. 122

















































































































紹介されている。1910 年代から 20 年代に開発が進んだ郊外の一戸建て住宅
地の住民組織と，70 年代にかけて大都市近郊の新興住宅地における住民組
織があるようであるが，住宅地内の子どもの遊び場や公園の管理，地域暖房
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